
第７１号議案 

   令和４年度芦屋市一般会計補正予算（第６号） 

  令和４年度芦屋市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ345,437千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ44,940,866千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

   令和４年１１月２９日提出 

芦屋市長 伊 藤  舞    
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一   般   職

  （１） 総    括

        （単位  千円）

（ 849 ）

746 1,305,657 2,756,624 3,446,420 7,508,701 1,324,204 8,832,905

（ 848 ）

746 1,304,921 2,756,624 3,446,353 7,507,898 1,324,204 8,832,102

（ 1 ）

736 67 803 803

77,109 440,517 83,855 83,552 59,967 306,208

77,109 440,517 83,855 83,552 59,967 306,208

42,866 8,600 93,812 7,215 1,516,745

42,866 8,600 93,812 7,215 1,516,678

67

360 51,340 360 673,914

360 51,340 360 673,914

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

単身赴任

手    当

退職手当

初 任 給

調整手当

児童手当

補 正 後

比  較

区  分

給               与               費

扶養手当 地域手当

職員数

（人）

区  分

補 正 前

共 済 費 合    計

比    較

職員手当等 計

補 正 後

補 正 前

報      酬 給      料

区    分

時 間 外

勤務手当

住居手当 通勤手当

特殊勤務

手    当

補 正 前

職員手当等

の  内  訳

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分

比  較

特別勤務

休日勤務

手    当

夜間勤務

手    当

教員特別

手    当

補 正 後

給  与  費  明  細  書

期末及び

勤勉手当手    当 手    当 手    当

宿 日 直 管 理 職 管理職員
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  ア　会計年度任用職員以外の職員

        （単位  千円）

（ 16 ）

746 2,756,624 3,186,123 5,942,747 1,084,833 7,027,580

（ 16 ）

746 2,756,624 3,186,123 5,942,747 1,084,833 7,027,580

（ ）

77,109 440,517 83,855 83,552 59,967 306,208

77,109 440,517 83,855 83,552 59,967 306,208

42,866 8,600 93,812 7,215 1,256,448

42,866 8,600 93,812 7,215 1,256,448

360 51,340 360 673,914

360 51,340 360 673,914

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

補 正 前

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分 児童手当

補 正 後

補 正 前

区  分

退職手当

手    当 手    当 調整手当

勤勉手当

の  内  訳

比  較

単身赴任 教員特別 初 任 給

特別勤務

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当

勤務手当

補 正 後

比  較

職員手当等 休日勤務 夜間勤務 宿 日 直 管 理 職 管理職員 期末及び

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

手    当

（人）

補 正 後

補 正 前

比    較

特殊勤務 時 間 外

給               与               費

区    分 職員数 共 済 費 合    計

報      酬 給      料 職員手当等 計
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  イ　会計年度任用職員

        （単位  千円）

（ 833 )

1,305,657 260,297 1,565,954 239,371 1,805,325

（ 832 )

1,304,921 260,230 1,565,151 239,371 1,804,522

（ 1 ）

736 67 803 803

260,297

260,230

67

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

補 正 前

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分 児童手当

補 正 後

補 正 前

区  分

退職手当

手    当 手    当 調整手当

勤勉手当

の  内  訳

比  較

単身赴任 教員特別 初 任 給

特別勤務

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当

勤務手当

補 正 後

比  較

職員手当等 休日勤務 夜間勤務 宿 日 直 管 理 職 管理職員 期末及び

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

手    当

（人）

補 正 後

補 正 前

比    較

特殊勤務 時 間 外

給               与               費

区    分 職員数 共 済 費 合    計

報      酬 給      料 職員手当等 計
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① 子育て世帯物価高騰対策給付金支給事業 ＋ 287,489千円（＋287,489千円）

② 保険医療機関等物価高騰対策支援事業 ＋ 23,887千円（＋ 23,887千円）

③ 省エネ家電製品購入促進事業 ＋ 10,061千円（＋ 10,061千円）

④ 燃油価格高騰に対する公共交通事業者支援事業 ＋ 24,000千円（＋ 24,000千円）

補 正 額：＋ 345,437千円（＋345,437千円）

令和４年度一般会計補正予算（第６号）について

歳入歳出予算
当初予算額： 42,926,000千円

現計予算額： 44,595,429千円

補 正 額： ＋ 345,437千円

補正後予算額： 44,940,866千円 （＋2,014,866千円）

（補正額の内訳）

※ （ ）内は市負担額（内数）

※ （ ）内は当初予算額からの増減額
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【別紙】…前頁①～④に係る歳出予算の補正内容

（単位：千円）

国・県 その他 一般財源

民生費-児童福祉費-児童福祉総務費

子育て世帯物価高騰対策給付金支給事業

衛生費-保健衛生費-保健衛生総務費

保険医療機関等物価高騰対策支援事業

衛生費-保健衛生費-環境衛生費

省エネ家電製品購入促進事業

土木費-都市計画費-都市計画総務費

燃油価格高騰に対する公共交通事業者
支援事業

合　計 ＋345,437 ＋0 ＋0 ＋345,437

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金以外の特定財源（地方債、寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

＋23,887

事　業　名 事 業 概 要 補正額
財源内訳

①
原油価格・物価高騰等の影響を受けている子育て世帯を支援するた
め、児童手当の受給者に対して給付金（児童１人につき３万円）を
支給するもの。

＋287,489 ＋287,489

②

原油価格・物価高騰等により光熱費、食材料費及び燃料代が上昇し
影響が生じている保険医療機関等（厚生労働大臣の指定を受けて保
険診療を行う病院、診療所及び薬局）に対し、安定した地域医療の
提供が継続できるよう、負担軽減等を目的として支援するもの。

＋23,887

＋24,000

③

原油価格・物価高騰等の影響によるエネルギー費用の負担を軽減す
るため、エアコン・冷蔵庫等の一定基準を満たす省エネ家電を購入
した個人・事業者に対して、合計購入額（税抜）５万円以上10万円
未満で１万円、10万円以上で２万円を補助するもの。
【補助要件】令和４年12月15日以降に、兵庫県内に所在する店舗・
事業所から購入した方。ただし、１世帯・事業所で１回限り。

＋10,061 ＋10,061

④
燃油価格高騰の影響を受けている公共交通事業者（バス・タク
シー）に対し、地域公共交通の安定的な運行及び市民生活に必要な
移動手段の維持のため、支援金を支給するもの。

＋24,000
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■ 地方創生臨時交付金の配分上限額 （単位：円）

160,000,000

160,000,000

54,904,000

164,711,000

　　　　　同　　　　（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金分） 145,577,000

10,895,000

376,087,000

536,087,000

■

総事業費 交付金充当見込 予算区分

　濃厚接触者等に対する障がいサービス提供継続支援事業 804,000 804,000 補正予算第2号

　障がい福祉サービス事業所等に対する抗原検査キット等支給事業 2,000,000 2,000,000 補正予算第2号

　濃厚接触者等に対する介護サービス提供継続支援事業 2,160,000 2,160,000 補正予算第2号

　介護保険サービス等事業所に対する抗原検査キット等支給事業 3,500,000 3,500,000 補正予算第2号

　障がい児通所支援事業所に対する抗原検査キット等支給事業 1,600,000 1,600,000 補正予算第2号

  キャッシュレス決済ポイント還元事業 82,390,000 82,390,000 補正予算第2号

　電子図書館サービス電子書籍コンテンツ購入事業 10,681,000 10,681,000 補正予算第2号

　学校給食支援事業 4,165,000 4,165,000 補正予算第3号

　行政手続きオンライン化推進事業 35,730,000 35,730,000 補正予算第4号

　証明書自動交付機導入事業 7,948,000 7,948,000 補正予算第4号

　障がい福祉サービス事業所等に対する物価高騰対策支援事業 4,000,000 4,000,000 補正予算第4号

　介護保険サービス事務所等に対する物価高騰対策支援事業 23,050,000 23,050,000 補正予算第4号

　障がい児通所支援事業所に対する物価高騰対策支援事業 2,950,000 2,950,000 補正予算第4号

　私立保育所等に対する物価高騰対策支援事業 7,764,000 7,764,000 補正予算第4号

　新型コロナウイルス感染症に係るオンライン授業環境拡充事業 16,129,000 16,129,000 補正予算第4号

　子育て世帯物価高騰対策給付金支給事業（＊） 287,489,000 243,215,000 補正予算第6号

　保険医療機関等物価高騰対策支援事業 23,887,000 23,887,000 補正予算第6号

　省エネ家電製品購入促進事業 10,061,000 10,061,000 補正予算第6号

　燃油価格高騰に対する公共交通事業者支援事業 24,000,000 24,000,000 補正予算第6号

　抗原検査キット配布事業 6,402,000 6,321,000 R4予備費

　SaaSによる行政情報デジタル化事業 584,000 584,000 R4当初予算

　ＩＣＴを活用した公共施設管理の実証実験事業 47,000 47,000 R4当初予算

　オンライン会議整備事業 127,000 127,000 R4当初予算

　ペーパーレス会議室へのテレビラック設置事業 68,000 68,000 R4当初予算

　手袋や消毒液等の衛生用品の購入事業 2,000,000 2,000,000 R4当初予算

　バス配車キャンセル料補填事業 990,000 990,000 R4当初予算

　各健（検）診における感染拡大防止対策物品購入事業 680,000 680,000 R4当初予算

　各健（検）診における体調確認事業 231,000 231,000 R4当初予算

　健（検）診予約システム運営事業 880,000 880,000 R4当初予算

　ネット・ゼロ・エネルギーハウス（ＺＥＨ）普及促進補助事業 2,000,000 2,000,000 R4当初予算

　住宅用太陽光発電システム・蓄電システム設置補助事業 1,200,000 1,200,000 R4当初予算

　二十歳のつどいオンライン配信事業 300,000 300,000 R4当初予算

　電子図書館運営事業 2,520,000 2,520,000 R4当初予算

　トイレ自動ドア設置事業（図書館） 779,000 779,000 R4当初予算

　オンライン会議用備品購入事業（図書館） 53,000 53,000 R4当初予算

　感染症対策備品購入事業（図書館） 2,498,000 2,498,000 R4当初予算

小 計 571,667,000 527,312,000

■ 同交付金の対象事業（補助事業分）※繰越明許費分

総事業費 交付金充当見込 予算区分

 学校保健特別対策事業費補助金 17,550,000 8,775,000 R3明許繰越予算

小 計 17,550,000 8,775,000

合 計 589,217,000 536,087,000

345,437,000 301,163,000　※令和４年度一般会計補正予算第６号（今回）

小 計

同交付金の対象事業（市単独事業）

事　業

事　業

合 計

 事業毎の交付金充当見込は、今後も変動が見込まれるため、便宜上、「子育て世帯物価高騰対策給付金支給事業」で総額調整を行っています。

　　　　　同　　　　（令和４年１～３月補助事業分）

地方創生臨時交付金の配分上限額と同交付金の対象事業

地方創生臨時交付金（令和３年度繰越分）※ 市単独事業分

小 計

　　　　　同　　　　（国令和３年度補正予算分）

　　　　　同　　　　（国令和４年度予備費分）※ コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分
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